
平成２７年度　一般会計予算部局別要求ポイント 部局名称

（単位：千円）

循環型社会形成推進地域計画
策定業務委託料

新
規

　平成14年から稼働している峰山クリーンセンターの機能を効率的に維
持し施設の延命化を図る工事計画を含む今後５年程度の本市のゴミ減量
施策や施設計画を定める地域計画の策定業務委託料。

3,500程度 0 市民課

峰山最終処分場進入路舗装工
事

新
規

　弥栄・丹後町方面から峰山最終処分場への進入通行量が増加している
市道中長上高地線の砂利道を舗装するもの。
　　※Ｗ＝3ｍ、Ｌ＝57ｍ

2,200程度 0 市民課

公用車購入
新
規

にぎわい創り推進員が２人体制となり地域活動を行う上で必要となる、
推進員用公用車を6台購入する。
　　※備品購入費　1,469千円×6台

8,800程度 0 各市民局

男女共同参画計画策定委託料
新
規

　第１次京丹後市男女共同参画計画が平成27年度をもって終了すること
から、27年度に新たな10年間の第2次計画を策定するもの。
　　※策定業務委託料

2,400程度 0 市民課

地域にぎわい創り推進員設置
継
続

　地域の特性や特徴を活かしつつ、市民と行政との協働による地域自治
活動等の活性化を推進し、良好な地域社会の形成及び振興をより一層推
進するため、各市民局に地域にぎわい創り推進員を2人を設置する。
（12人体制）

28,000程度 24,337 市民協働課

家庭ごみ収集運搬事業
拡
充

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、業務の安定かつ確実な
履行を図る観点から、各種ごみ袋及びごみカレンダー作成、一般廃棄物
収集運搬委託料の設計見直しと生ごみの資源化に伴う収集運搬委託の追
加。

253,400程度 216,170 市民課

火葬場管理運営事業
新
規

　平成27年4月1日から稼動する新火葬場の管理運営を行う。 43,100程度 0 衛生センター
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LED防犯灯の整備促進
（地区補助金）

継
続

　夜間の犯罪防止と通行の安全とともに、環境にやさしいまちづくりの
推進と地域住民の負担軽減を図るため、LED防犯灯を設置する集落等に
対し補助金を交付する。
　※補助限度額：電柱等共架30千円、鋼管柱設置90千円

7,000程度 5,670 市民協働課

網野・久美浜衛生センター機
器整備

新
規

　網野衛生センター及び久美浜衛生センターのし尿収集運搬車用のハン
ディターミナルは、購入後10年が経過し、修理部品の入手困難なため更
新するとともに、受付管理システムも合わせて更新する。

27,400程度 0 衛生センター

峰山クリーンセンター整備工
事

継
続

峰山クリーンセンター整備工事
　　※受入供給設備・燃焼設備・ガス冷却設備・排ガス処理設備・
　　　通風設備・灰出設備・電気計装設備・ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ各機器整備

132,100程度 133,000 市民課

各種証明書等交付の郵便局
サービス用FAX更新

継
続

　各種証明書等を交付する郵便局サービスにかかる市内４か所のFAX通
信機器が導入後８年を経過し、修理部品も製造中止となることから、
リースにより新規更新を行うもの。

2,200程度 138 市民課

峰山最終処分場整備工事
拡
充

　平成13年から使用の計量器トラックスケールデータ処理装置は老朽化
しており、すでに補修部品がない状態であるため、現在の一体型システ
ムからPCシステムへ更新するもの。同じく平成13年から使用の給水ポ
ンプの経年劣化のため修繕を行うもの

6,800程度 460 市民課

網野最終処分場遮水シート安
全管理システムパソコン周辺
機器更新

新
規

　管理システムについて、ソフトメーカーのサポート終了により補修部
品がないことから新ソフトに更新するもの。 2,900程度 0 市民課

網野最終処分場トラックス
ケールデータ処理装置更新

新
規

　データ処理装置システムについて、ソフトメーカーのサポート終了に
より補修部品がないことから新ソフトに更新するもの。

3,100程度 0 市民課
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竹野川衛生衛生センター工事
（PC及びソフトの更新）

新
規

　パソコン内部のソフトメーカーのサポートが終了していることから、
故障すると施設全体が停止し処理が困難なため、本体及びソフトの更新
を行う。
　　※中央監視制御装置、トラックスケール設備

15,900程度 0 衛生センター

防犯活動の推進
継
続

　犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進するため、防犯団体等と連
携し、各種防犯活動を実施する。

700程度 773 市民協働課

交通安全活動
継
続

　安全で快適な交通環境の実現と交通事故の防止を図るため、交通安全
啓発活動等を実施する。

2,100程度 1,898 市民協働課

市民力活性化推進プロジェク
ト事業補助金

継
続

　市民、団体及び行政の適切な役割分担と連携による地域の持続的な発
展を図るため、地域の活力向上や課題解決に向けた取組を行う団体など
の活動を支援する。

4,000程度 4,000 市民協働課

市民協働のまちづくり事業補
助金

継
続

　地域の健全な発展と自治の振興を図るため、地区等が行う地区所有施
設の整備や村づくり・地域づくりなどに要する経費に対して補助金を交
付する。

16,000程度 16,000 市民協働課

地域振興交付金
継
続

　市民が自主的かつ主体的に行う住民自治活動を尊重及び応援し、市と
地域の協働を推進するため、各町区長連絡協議会等に地域振興交付金を
交付する。
　　※前年10月1日現在の世帯数等により積算

126,900程度 126,465 市民協働課

地域集会施設整備費補助金
継
続

　地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活動の充実及び強化を図るため、活動の拠点となる地区所
有集会施設の整備に対して補助金を交付する。
　　※新築：2地区 　修繕：2地区

55,800程度 32,648 市民協働課
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大宮最終処分場木材破砕機修
繕

継
続

　平成13年の購入以降13年が経過し、経年劣化により多くの部位で修
繕が必要な木材破砕機のオーバーホールを行うもの。

5,300程度 1,573 市民課

大宮最終処分場浸出水処理施
設整備工事

新
規

　老朽化した水処理施設の機器類について供用開始以来の大規模修繕を
行うもの。
　　※活性炭塔（2塔）、ｷﾚｰﾄ樹脂塔整備、投げ込み式水位計整備、
　　　高分子自動溶解装置設置など

10,700程度 0 市民課

庁舎修繕費（自動ドア改修
費）

新
規

　久美浜庁舎玄関自動ドアが経年劣化（設置後30年経過）が著しいた
め、オーバーホールを行うもの。

2,300程度 0 久美浜市民局

丹後庁舎公用車更新
継
続

　丹後庁舎の公用車（軽貨物1台）の老朽化が著しいため、更新し円滑な
業務の推進を図る。

1,500程度 1,000 丹後市民局

公用車購入
新
規

久美浜市民局においては、他庁舎に比べて公用車配備台数が少なく業務
に支障をきたしてきた。業務の円滑な遂行を図るため新規公用車の導入
を行う。
　　※備品購入費　1,469千円

1,500程度 0 久美浜市民局

防犯カメラ設置
継
続

　犯罪への抑止力を高め、市民生活の安心・安全の向上及び万一の犯罪
発生時における早期解決を図るため、防犯カメラを設置する。

7,000程度 4,588 市民協働課

防災拠点施設改修事業
継
続

　丹後庁舎は庁舎機能のほか、丹後町域の福祉避難所を兼ねた防災拠点
施設なので、外壁等並びに空調設備を改修し、住民の安心・安全を確保
する施設として機能の維持強化を図る。

55,300程度 3,300 丹後市民局
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LED防犯灯への交換整備促進
継
続

　夜間の犯罪防止と通行の安全とともに、環境にやさしいまちづくりの
推進と地域住民の負担軽減を図るため、地区が管理する防犯灯をLED防
犯灯への交換に対し、補助金を交付する。（H26～H28年度の3年間）
　※補助率：2/3（補助限度額：14千円）

49,000程度 46,400 市民協働課

LED防犯灯の整備促進
（市所有・集落間）

継
続

　夜間の犯罪防止と通行の安全とともに、環境にやさしいまちづくりの
推進するため、集落間に市が管理するLED防犯灯を設置する。
　※電柱等共架198灯、鋼管柱設置109灯

16,800程度 4,590 市民協働課

地域協働セミナーの開催
新
規

　市民や地域活動団体等に対し市民協働についての基調講演とセミナー
を開催することにより、協働の意識づくりの促進と学習機会の確保、さ
らに地域づくりの核となる人材育成に取り組む。

200程度 0 市民協働課
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